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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第３四半期累計期間
第27期

会計期間
自 平成23年７月１日
至 平成24年３月31日

自 平成22年７月１日
至 平成23年６月30日

売上高 （千円） 3,264,233 3,971,541

経常利益 （千円） 353,550 429,016

四半期（当期）純利益 （千円） 192,796 165,868

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 61,000 61,000

発行済株式総数 （株） 1,332,000 22,200

純資産額 （千円） 544,828 352,032

総資産額 （千円） 7,705,574 7,946,929

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 144.74 124.53

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 7.1 4.4

　

回次
第28期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成24年１月１日
至 平成24年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 52.60

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。　

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

５．当社は、第27期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第27期第３四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

６．第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６

月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22

年６月30日公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22

年６月30日）を適用しております。

平成23年９月28日付で普通株式１株につき60株の株式分割を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式分

割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

　

２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、平成24年３月23日に提出した有価証券届出

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

なお、当社は、前第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との

比較分析は行っておりません。

　

（１）業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災後、個人消費などに緩やかな回復の傾向が見られ

ましたが、欧州債務危機を背景とした欧州各国の財政・金融不安や米国景気の減速、さらには中東問題による原

油供給の先行き懸念により依然として不透明な状況で推移いたしました。

当社の属する介護業界におきましては、平成24年４月の改正介護保険法により、地域区分単価や介護報酬単価

などの介護報酬の改定、介護職員処遇改善交付金の介護報酬への加算化などが施行されることとなりました。

このような状況下で当社は、引き続き要介護度の重度化や認知症に加え、医療ケアが必要となった場合の体制

強化を推進することで、既存ホームにおいては高い入居率を維持し、新規ホームについても順調に入居者数が増

加しております。

なお、当第３四半期累計期間の新規開設につきましては、平成23年10月に大阪市東淀川区で介護付有料老人

ホーム「チャーム東淀川瑞光」（46室）を開設し、運営ホーム数の合計は13ホーム、居室数は924室となっており

ます。

この結果、当第３四半期累計期間の売上高は3,264百万円、営業利益は467百万円、経常利益は353百万円、四半期

純利益は192百万円となりました。

　

セグメントの業績は以下のとおりであります。

①　介護事業

当第３四半期累計期間におきましては、既存ホームは高い入居率を維持し、また、平成23年10月に新規開設した

「チャーム東淀川瑞光」も順調に入居促進が行えたことにより、売上高は3,220百万円、セグメント利益は677百

万円となりました。

　

②　その他

当第３四半期累計期間におきましては、売上高は43百万円、セグメント利益は25百万円となりました。

　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（３）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,300,000

計 5,300,000

　

　②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成24年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年５月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,332,000 1,632,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

完全議決権株式であ

ります。なお、権利内

容に何ら限定のない

当社における標準と

なる株式であり、単

元株式数は100株で

あります。

計 1,332,000 1,632,000 － －

（注）１．平成24年４月26日を払込期日とする公募による株式の発行により、株式数は300,000株増加し、提出日現在の

発行済株式総数は1,632,000株となっております。

２．当社株式は、平成24年４月27日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場（スタンダード）に上場しております。

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年１月１日～

平成24年３月31日
－ 1,332,000 － 61,000 － 50,000

（注）１．当社株式は、平成24年４月27日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場（スタンダード）に上場しております。

２．平成24年４月26日を払込期日とする有償一般募集増資による新株式300,000株(発行価格950円、引受価額874

円、発行価額765円、資本組入額437円)発行により、資本金及び資本準備金がそれぞれ131,100千円増加しており

ます。

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　

①【発行済株式】

 平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,331,700 13,317

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

単元未満株式 普通株式　　　　300 － －

発行済株式総数 1,332,000 － －

総株主の議決権 － 13,317 －

　

②【自己株式等】

 平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期累計期間（平成22年７月１日から平成23年３月31日まで）は金融商品取引法に基づく四半期財

務諸表を作成していないため、四半期損益計算書に係る前年同四半期との対比は行っておりません。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成24年１月１日から平成24年

３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年７月１日から平成24年３月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年６月30日)

当第３四半期会計期間
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 1,340,336

※1
 1,161,275

売掛金 424,788 460,025

貯蔵品 1,310 1,082

その他 181,095 144,901

流動資産合計 1,947,530 1,767,284

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 4,614,636

※1
 4,614,636

減価償却累計額 △882,126 △1,038,072

建物（純額） 3,732,509 3,576,563

構築物 132,193 132,193

減価償却累計額 △55,575 △65,212

構築物（純額） 76,617 66,980

機械及び装置 7,775 7,775

減価償却累計額 △4,533 △5,294

機械及び装置（純額） 3,241 2,480

車両運搬具 7,123 7,123

減価償却累計額 △6,614 △6,750

車両運搬具（純額） 509 373

工具、器具及び備品 101,485 102,662

減価償却累計額 △71,047 △81,019

工具、器具及び備品（純額） 30,438 21,642

土地 ※1
 743,859

※1
 743,859

リース資産 961,623 966,317

減価償却累計額 △96,789 △124,053

リース資産（純額） 864,833 842,264

建設仮勘定 － 63,180

有形固定資産合計 5,452,009 5,317,345

無形固定資産 37,537 32,486

投資その他の資産

差入保証金 416,369 515,597

その他 93,482 72,859

投資その他の資産合計 509,851 588,457

固定資産合計 5,999,398 5,938,289

資産合計 7,946,929 7,705,574
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年６月30日)

当第３四半期会計期間
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 35,966 40,416

短期借入金 25,000 281,946

1年内返済予定の長期借入金 ※1, ※2
 518,223

※1, ※2
 499,616

未払法人税等 217,250 6,322

前受収益 ※3
 237,242

※3
 231,471

賞与引当金 20,949 76,696

その他 435,320 299,997

流動負債合計 1,489,953 1,436,467

固定負債

長期借入金 ※1, ※2
 4,289,655

※1, ※2
 3,949,874

リース債務 934,452 942,968

退職給付引当金 37,764 45,429

役員退職慰労引当金 67,761 77,423

長期前受収益 ※3
 639,189

※3
 571,843

資産除去債務 68,259 69,300

その他 67,860 67,437

固定負債合計 6,104,943 5,724,277

負債合計 7,594,896 7,160,745

純資産の部

株主資本

資本金 61,000 61,000

資本剰余金 50,000 50,000

利益剰余金 241,032 433,828

株主資本合計 352,032 544,828

純資産合計 352,032 544,828

負債純資産合計 7,946,929 7,705,574
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 3,264,233

売上原価 2,448,654

売上総利益 815,578

販売費及び一般管理費 348,173

営業利益 467,405

営業外収益

受取利息 252

助成金収入 46,053

その他 4,633

営業外収益合計 50,940

営業外費用

支払利息 157,758

その他 7,036

営業外費用合計 164,795

経常利益 353,550

税引前四半期純利益 353,550

法人税、住民税及び事業税 116,545

法人税等調整額 44,208

法人税等合計 160,754

四半期純利益 192,796
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【会計方針の変更等】

当第３四半期累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成24年３月31日）

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日

公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適

用しております。

第１四半期会計期間において株式分割を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、

１株当たり四半期純利益を算定しております。

なお、これによる影響については、「１株当たり情報」に記載しております。　　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成24年３月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）　

第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。　　
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度末
（平成23年６月30日）

当第３四半期会計期間
（平成24年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 700,302千円

建物 3,389,364千円

土地 743,859千円

　計 4,833,525千円

　

担保付債務は次のとおりであります。

長期借入金 4,104,083千円

（１年内返済予定の長期借入金含む）

なお、上記の他、火災保険金請求権を担保に供し

ており、また、上記建物のうち271,000千円は取引先

の銀行借入に対する第三者担保としても提供してお

ります。

　

※２ 財務制限条項

（１） 当社は、株式会社三井住友銀行との間でコミット

枠Aとコミット枠Bの２つの枠からなる融資契約（契

約締結日平成20年２月29日、コミット枠A最終返済期

限平成32年２月末日、コミット枠B最終返済期限

平成42年２月末日、当事業年度末借入残高984,375千

円）を締結しております。

　当該契約には、以下の財務制限条項が付されてお

り、これに抵触した場合、株式会社三井住友銀行の

請求があり次第、期限の利益を失い、元利金返済資

金等の全額を返済しなければなりません。

①　貸借対照表の純資産の部の合計金額を、平成19

　年６月期の末日における同表の純資産の部の合計

　金額の75％以上で、かつ、直前決算期の末日にお

　ける同表の純資産の部の合計金額の75％以上に維

　持すること。

②　損益計算書における営業損益を２期連続で損失

　としないこと。

③　平成23年６月期（同期を含む。）以降の各決算

　期の末日におけるチャームヒルズ豊中旭ヶ丘の有

　料老人ホーム運営事業及びこれに付随する事業に

　関し作成した損益計算書の数値に関し、営業損益

　を損失としないこと。

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 560,960千円

建物 3,253,165千円

土地 743,859千円

　計 4,557,985千円

　

担保付債務は次のとおりであります。

長期借入金 3,964,588千円

（１年内返済予定の長期借入金含む）

なお、上記の他、火災保険金請求権を担保に供し

ており、また、上記建物のうち271,000千円は取引先

の銀行借入に対する第三者担保としても提供してお

ります。

　

※２ 財務制限条項

（１） 当社は、株式会社三井住友銀行との間でコミット

枠Aとコミット枠Bの２つの枠からなる融資契約（契

約締結日平成20年２月29日、コミット枠A最終返済期

限平成32年２月末日、コミット枠B最終返済期限

平成42年２月末日、当第３四半期会計期間末借入残

高945,000千円）を締結しております。

　当該契約には、以下の財務制限条項が付されてお

り、これに抵触した場合、株式会社三井住友銀行の

請求があり次第、期限の利益を失い、元利金返済資

金等の全額を返済しなければなりません。

①　貸借対照表の純資産の部の合計金額を、平成19

　年６月期の末日における同表の純資産の部の合計

　金額の75％以上で、かつ、直前決算期の末日にお

　ける同表の純資産の部の合計金額の75％以上に維

　持すること。

②　損益計算書における営業損益を２期連続で損失

　としないこと。

③　平成23年６月期（同期を含む。）以降の各決算

　期の末日におけるチャームヒルズ豊中旭ヶ丘の有

　料老人ホーム運営事業及びこれに付随する事業に

　関し作成した損益計算書の数値に関し、営業損益

　を損失としないこと。
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前事業年度末
（平成23年６月30日）

当第３四半期会計期間
（平成24年３月31日）

（２） 当社は、株式会社つばめ荘の吸収合併に伴い、同

社が平成20年９月26日付で株式会社三井住友銀行と

の間で締結した融資契約を包括的に承継することに

つき同行と合意したうえで、同行との間で融資契約

（契約締結日平成22年６月７日、返済期限平成40年

９月末日、当事業年度末借入残高1,035,000千円）

を締結しております。

　当該融資契約には、以下の財務制限条項が付され

ており、これに抵触した場合、株式会社三井住友銀

行の請求があり次第、期限の利益を失い、元利金返

済資金等の全額を返済しなければなりません。

①　平成21年６月期以降の各決算期の末日における

　貸借対照表の純資産の部の合計金額を、平成19年

　６月期の末日における同表の純資産の部の合計金

　額の75％以上で、かつ、直前決算期の末日におけ

　る同表の純資産の部の合計金額の75％以上に維持

　すること。

②　損益計算書の営業損益を２期連続で損失としな

　いこと。

（３） 当社は、株式会社三菱東京UFJ銀行との間で金銭

消費貸借契約（契約締結日平成21年３月13日、返済

期限平成31年12月30日、当事業年度末借入残高

510,000千円）を締結しております。

　当該契約には、以下の財務制限条項が付されてお

り、これに抵触した場合、貸付人の請求に基づき、

期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利息及び

清算金等を支払う義務を負っております。

①　損益計算書における営業損益を２期連続で損失

　としないこと。

②　損益計算書における経常損益を２期連続で損失

　としないこと。

③　平成22年６月期以降、２期連続で貸借対照表に

　おける純資産の部の合計金額を100,000千円未満

　としないこと。

④　平成22年６月期以降、借入人の収益償還年数を

　２期連続で20年超としないこと。

　

（２） 当社は、株式会社つばめ荘の吸収合併に伴い、同

社が平成20年９月26日付で株式会社三井住友銀行と

の間で締結した融資契約を包括的に承継することに

つき同行と合意したうえで、同行との間で融資契約

（契約締結日平成22年６月７日、返済期限平成40年

９月末日、当第３四半期会計期間末借入残高990,000

千円）を締結しております。

　当該融資契約には、以下の財務制限条項が付され

ており、これに抵触した場合、株式会社三井住友銀

行の請求があり次第、期限の利益を失い、元利金返

済資金等の全額を返済しなければなりません。

①　平成21年６月期以降の各決算期の末日における

　貸借対照表の純資産の部の合計金額を、平成19年

　６月期の末日における同表の純資産の部の合計金

　額の75％以上で、かつ、直前決算期の末日におけ

　る同表の純資産の部の合計金額の75％以上に維持

　すること。

②　損益計算書の営業損益を２期連続で損失としな

　いこと。

（３） 当社は、株式会社三菱東京UFJ銀行との間で金銭

消費貸借契約（契約締結日平成21年３月13日、返済

期限平成31年12月30日、当第３四半期会計期間末借

入残高465,000千円）を締結しております。

　当該契約には、以下の財務制限条項が付されてお

り、これに抵触した場合、貸付人の請求に基づき、

期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利息及び

清算金等を支払う義務を負っております。

①　損益計算書における営業損益を２期連続で損失

　としないこと。

②　損益計算書における経常損益を２期連続で損失

　としないこと。

③　平成22年６月期以降、２期連続で貸借対照表に

　おける純資産の部の合計金額を100,000千円未満

　としないこと。

④　平成22年６月期以降、借入人の収益償還年数を

　２期連続で20年超としないこと。

　

※３　入居一時預り金の会計処理

入居一時預り金は主に、入金日に負債計上した上で

契約条件に従い入居日に５分の１を償却し、以後60ヶ

月で残額を均等償却して収益認識を行っております。

当該入居一時預り金に関する前受収益の期末残高

は次のとおりであります。

前受収益 237,242千円

長期前受収益 599,217千円

※３　入居一時預り金の会計処理

入居一時預り金は主に、入金日に負債計上した上で

契約条件に従い入居日に５分の１を償却し、以後60ヶ

月で残額を均等償却して収益認識を行っております。

当該入居一時預り金に関する前受収益の期末残高

は次のとおりであります。

前受収益 229,995千円

長期前受収益 534,454千円
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであり

ます。

　
当第３四半期累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成24年３月31日）

減価償却費 203,757千円

のれんの償却額 14,285千円

　

（株主資本等関係）

当第３四半期累計期間（自　平成23年７月１日　至　平成24年３月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。　

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間（自　平成23年７月１日　至　平成24年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　
報告セグメント その他

（注）
合計

 介護事業 計

売上高 　 　 　 　

外部顧客への売上高 3,220,5743,220,57443,6593,264,233

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － －

計 3,220,5743,220,57443,6593,264,233

セグメント利益 677,071 677,071 25,691 702,762

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を

含んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 677,071

「その他」の区分の利益 25,691

全社費用（注） △235,357

四半期損益計算書の営業利益 467,405

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成24年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 144円74銭

（算定上の基礎） 　

四半期純利益金額（千円） 192,796

普通株主に帰属しない金額（千円） ―　

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 192,796

普通株式の期中平均株式数（株） 1,332,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前事業年度末から重要な変

動があったものの概要

―

（注）１．当社は、平成23年９月28日付で普通株式１株につき60株の割合で株式分割を行っております。

当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しており

ます。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

（会計方針の変更）

第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６月30

日)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日

公表分)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号　平成22年６月30日)を適

用しております。なお、これによる影響はありません。
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（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日）

（新株の発行について）

当社は、平成24年４月27日に大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場（スタンダード）に上場いたしました。

株式上場にあたり、平成24年３月23日及び同年４月９日開催の取締役会において新株式の発行を決議し、次のとおり

同年４月26日に払込が完了しております。

この結果、同日付で資本金は192,100千円、発行済株式総数は1,632,000株となっております。

(１) 募集方法 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

(２) 発行する株式の種類及び数 普通株式300,000株

(３) 発行価格 １株につき950円

(４) 引受価額 １株につき874円

　

この価額は、当社が引受人より１株当たりの新株式払込金として受け取った金

額であります。なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金と

なります。

(５) 発行価額 １株につき 765円

　
この金額は会社法上の払込金額であり、平成24年４月９日開催の取締役会にお

いて決定された金額であります。

(６) 資本組入額 １株につき 437円

(７) 発行価格の総額 285,000千円

(８) 引受価額の総額 262,200千円

(９) 発行価額の総額 229,500千円

(10) 資本組入額の総額 131,100千円

(11) 払込期日 平成24年４月26日

(12) 資金の使途

　

　

差入保証金等として介護付有料老人ホーム「チャーム京都音羽(仮称)」と

「チャームスイート売布宝塚(仮称)」に充当するとともに、自社所有する

「チャームスイート神戸摩耶(仮称)」の建物の建築費に充当する予定でありま

す。

　

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成24年５月11日

株式会社チャーム・ケア・コーポレーション

取締役会　御中
 

仰星監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 新田　泰生　　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 里見　　優　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社チャーム

・ケア・コーポレーションの平成23年７月１日から平成24年６月30日までの第28期事業年度の第３四半期会計期間（平

成24年１月１日から平成24年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年７月１日から平成24年３月31日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社チャーム・ケア・コーポレーションの平成24年３月31日現在の財政状

態及及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績及を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成24年３月23日及び平成24年４月９日開催の取締役会において、公

募による新株の発行を決議し、平成24年４月26日に払込が完了している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上　

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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